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英国大不況（1873～1896年）の研究
世界的な産業構造変化がもたらすデフレ的現象の考察

富田　俊基＊

　1873年から20年余り，欧米主要国ではほぼ一貫して物価の下落が続いた。ドイツ，米国

における工業生産の急増，輸送コストの下落による穀物価格の下落という世界的な産業構

造の変化がその原因である。このエマージング・エコノミーズの台頭ともいうべき世界的

な供給構造の変化によって，当時の先進工業国であった英国では，鉄鋼業など主要産業の

対外競争力が低下し， 2 3 年間もの極めて長い期間景気後退を余儀なくされた。

　この期間の英国経済は「大不況」と呼ばれているが，個人消費が安定的に推移し，経済

は縮小均衡には陥らなかった。この間の実質成長率は年平均で1.9％，名目で1％のプラ

ス成長を維持した。しかし，この大不況を契機に，英国経済は長期衰退の途を辿ったとも

言われている。本稿では，これらの理由を当時の労働市場が非弾力的であったという観点

から検証を試みる。

問題意識

　わが国経済は，1993年第４四半期にバブル崩

壊後の景気後退局面を脱したが，その後の景気

回復の動きも緩やかなものとなっている。これ

は，供給サイド，すなわち世界の供給構造の変

化によるものだと考えられる。特に東アジア

（ＮＩＥ s，ＡＳＥＡＮ）では，1 9 8 5年のプラザ合意以

降の円高を契機とした日本からの直接投資の増

加 も あ り ，産 業 構 造 の 高 度 化 が 進 展 してき た 。

これに中国経済の大躍進が加わり，この地域の

生産力は急拡大を遂げている。また，冷戦の終

焉後旧東側諸国の2 0数億人が市場経済に参入

し始め，主として第一次産品を中心とした生産

が急拡大している。

　わが国経済は，こうした世界経済の構造変化

への適応を迫られている（＊１）。消費財を中心に輸

入浸透度が上昇し，国内生産に対する影響を高

めている。また，輸入物価の大幅な低下を一つ

の背景として，国内物価上昇率が低下してきた。

同時に，生産費の削減と新たな市場を求めて製

造業の海外展開も進展している（＊２）。

　19世紀後半の英国においても，米国などにお

ける穀物生産の急拡大と米・独の急速な工業化

　＊　　大蔵省財政金融研究所特別研究官。野村総合研究所研究理事・政策研究センター長。本調査研究は，大蔵

　　　省財政金融研究所愼康弘補佐，別所正研究員，手島淳元研究員，田中承研究員，竹下智研究員の全面的な協

　　　力をえた 。 西村閑也 法政大学 教授からは貴重な 御示唆を頂 戴した 。 記して感 謝の意を 表したい 。

（*1）　冷戦の終焉以前より既に製品輸入比率が高水準であった欧米先進国においても，旧東側諸国の体制移行

　　　と生産拡大に伴い，輸入増大と国内物価の沈静化の傾向が顕著である。

（*2）　日本企業の海外生産比率は，1985年2 .98％から95年10％（実績見込み）に上昇した（通産省 [1996 ]）。
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という世界経済の構造変化を背景とした，1873

年から20年余の長期にわたる物価下落と輸入拡

大を特徴とした時期を経験した。当時の英国の

マクロ経済を図表１で概観しておく。以下，こ

の「大不況（1873年から1896年）」と称される時

期の英国経済について考察したい。

図表１　19世紀後半の英国経済

Ⅰ．19世紀後半における世界経済の構造変化

（１）　世界の工業生産の増大

　18世紀後半に英国で始まった産業革命は，

19世紀に入って後発諸国にも波及し，「世界の

工場」といわれた英国による工業生産の独占は

崩れた。大不況の期間に，英国の工業生産が約

60％の増加であったのに対して，米国とドイツ

では，それぞれ2.4倍，2.1倍に拡大した。そし

て，この間に鉄鋼の生産高は，米国とドイツに

追い抜かれた。この期間の年平均の実質経済成

長率は，英国1.9％（＊３）に対して，米国は3.7％
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独は3.1％の成長を遂げている。

（2）　安価な農作物の流入

　途上国での鉄道建設とスエズ運河開通大型

商船の発達などの交通革命，そして冷凍技術の

発達によって，農作物価格牛肉価格の大幅な

低下が生じた。また，米独仏などで保護貿易政

策が強化された一方，英国では1846年に穀物法

が廃止され，1869年には輸入穀物への関税が全

廃され，穀物輸入は増大した。

（3）　世界経済における英国経済の地位低下

　この期間の前後の世界における英国の輸出

シェアは，20％から15％に低下した（Ｇrassman

and　Ｌundberg［1981]及びＭitchell［1988］に

より計算）。とくに，農業と鉄鋼業の国際競争

力が大きく低下した。アジア植民地への輸出増

加を通じて，かろうじて英国は輸出総額の減少

は免れたが，米国向け輸出では，鉄鋼，羊毛，

綿，絹などの製品輸出において，そして輸出総

額において，大陸ヨーロッパ諸国に追い抜かれ

た（図表２）。

図表２　アメリカ合衆国市場をめぐるイギリスと工業ヨーロッパ諸国の競争

（＊３）　当時のＧＤＰ，国民所得の推計には各種あるが，以下では，主にＦeinstein（1972）を用いる。
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Ⅱ．大不況下の英国経済

（1）　物価の下落

　世界的な工業生産と穀物生産の増大の過程

で，英国の物価は大幅に下落した（＊４）。大不況期

に卸売物価は，輸入物価の下落を背景に42％

（年率では2.3％）下落した（＊５）。なお，米独仏に

おいても，英国とほぼ同率で下落した（図表３）。

英国での個別品目の物価動向をみると，図表4

に示されるように，下落率は異なるが，食糧，

原材料は大不況期を通じて，また普通鋼と銑鉄

は 1 8 8 8 年に至るまで低下傾向を辿った。

　資産価格については，大不況期以後は農業が

不況業種となったので，農地価格が下落したと

の類推は可能である。但し，都市周辺地の価格

上昇によって，不動産価格全体が下落したか

否かは判断できない（＊６）。株価については，明確

なトレンドは検出されない（図表５）。国債の価

図表３　主要国における卸売物価の推移

（＊４）　Ｓ au l（1969）は，1873年から1890年代半ばまで，経済循環にもかかわらず物価が持続的に下落したことに

　　注目している。ただし，ナポレオン戦争以後1 8 9 7年に至るまでの期間全体が，中間に物価の上昇する時期を

　　はさみつつも，持続的な物価下落の期間であるとする捉え方（例えばＬ a n d e s [ 1 9 6 6 ] ）が正しいかもしれな

　　いと留保している。

（＊５）Ｂ l a ke（ 1992）のシミュレーションによれば，1890年代半ばまでの輸入物価の下落がなければ，英国の国内

　　物価は大きく上昇していた。それは，サービス価格が名目賃金とパラレルに上昇する傾向があったことに

　　よる。

（＊６）Ｆ e i n s t e i n （ 19 72 ）の要素価格別ＧＮＰにより，国民所得に占める地代（ r e n t）の割合を計算すると，1 8 75-

　　84年13.9％，85-94年13.3％と顕著な下落は生じていない。
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図表４　英国の商品別価格の推移

図表5 英国の株価（1867-1914）
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格は，Ｈomer（1963）によると，３％利付き債

に換算したコンソルの年平均価格は，1873年

92.625（3.2％）から1896年110.875（2.28％）に上

昇した。この債券の金利は，1880年代の平均が

2.81％，1890年代の平均が2.47％と，極めて長

期間にわたって低金利が持続した。

（2）　景気の長期低迷

　物価下落の持続と，ドイツなどからの工業製

品の輸入数量増大を目の当たりにした当時の

英国人の多くは，「大不況」との認識を抱き，

1886年に「商工業の不振に関する王立委員会」

の報告書が発表された。実際，それ以前の不況

とは異なり，景気停滞期間は1873，82，90年の3

回の恐慌を含め，23年の長きに及んだ。大不況

期の輸出の対ＧＤＰ比は平均して20％と，国内総

資本形成（同8％程度）に比べて非常に高く，

その変動が国内景気全体に大きい影響を与えた。

なお，英国経済の成熟化とエマージング・エコ

ノミーズの台頭によって，内外の投資収益率格

差が拡大したであろうことを背景に対外投資は

拡大を続け，1880年代後半には，対外投資が国

内投資を上回った。

　一方，ＧＤＰの85％を占めていた名目消費は年

率１％で増加し，経済の安定に大きく寄与した

（名目ＧＤＰの構成比を図表６に示す）。物価の大

幅下落のなかで名目消費が安定的に拡大したこ

とを背景に，大不況期のイギリスの実質経済成

長率は年平均で1.9％（この間に英国の人口は

年率で0.86％増加したので，一人当たり実質成

長率は１％であった），名目ベースでも１％の

プラス成長を維持したことが注目される。

図表６　名目ＧＤＰの構成比

（3）　輸出入動向と貿易赤字の拡大

　この期間の輸入はＧＤＰの30％でほぼ横ばい

で推移した。実質輸入の対実質ＧＤＰ比でみると

1873年の25％から1896年には32％へと上昇した。

輸入の構成をみると，1870年には原綿が535万

ポンド（当時の価格），ついで穀物・小麦粉が

342万ポンド（同）の順に輸入量が多かったが，

1900年には穀物・小麦粉が589万ポンドで首位

となり，ついで園・食用家畜が468万ポンドと

なった。肉・食用家畜は1870年にはわずか78万

ポンドであったから大幅な増加である。原綿は

410万ポンドヘと減少した。また，輸入に占め

る工業製品の比率は，1870-79年の13.4％から

1910-13年には19.6％に上昇した（宮崎・奥村

・森田［1981］）。

　一方，輸出の名目ＧＤＰに対する比率は，大不
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況期に23％から17％に低下した。輸出の構成を

みると，1870年には綿製品714万ポンド（当時

の価格），毛製品267万ポンド，鉄鋼235万ポン

ドの順であったが，1900年には綿製品は698万

ポンド，毛製品は202万ポンドヘとそれぞれ減

少し，鉄鋼が316万ポンドヘと増加した。大き

な伸びを示したのは石炭で1870年にはわずか

56万ポンドであったが，1900年には386万ポン

ドとなり金額で輸出品日中第2番目となった

（Ｍitchell　and　Ｄeane[1962]）。

　こうした輸出入動向を反映して，貿易収支の

赤字幅は拡大した。この一方，海運・保険業に

よるサービス収支黒字の拡大と，対外投資が生

み出す収益が増加傾向を辿り（＊７），大幅な経常収

支黒字が続いた。

（4）　景気中立的な経済政策

　物価の下落が続き，しかも貿易収支赤字が拡

大を続ける中で，どのような経済政策が採用

されたのであろうか。国際金本位制と不換紙幣

に発行制限を課したピール条例のもとにおか

れた金融政策は，1890年代に金生産が増大する

までは，緊縮的に作用したとみるのが通説で

ある（＊８）。また，資本流出が加速することを防止

するために，時として公定歩合が引き上げら

れ，景気抑制的に作用する局面もあった。

　しかし，マネーサプライの推移をＭ0ベース

でみると年率0.9％で，またＭ3ベースでみると

年率1.4％と安定的に増加しており，この期間

に必ずしも緊縮的であったとは断定できない

（図表７）。

図表７　英国のマネーサプライ

（＊７）　Ｐnard（1985）によれば，対外投資収益の対ＧＤＰは1855-73年2 .8％，1874-90年5 .4％，1891-1913年

　　6.8％，とりわけ1991-13年は9.2％と大きなウェイトを占めた。

（＊８）　これは大不況を契機に英国経済が長期的に衰退したという見解ではないが，英蘭銀行が金本位制のもと

　　　で，外貨準備の維持にも努め，海外で金利上昇圧力が高まると，英国からの資金流出が拡大することを阻止

　　　するために，バンク・レートを引き上げ，それが国内景気を抑制する方向に作用したという考え方である。

　　　例えば，Ｃap ie　and　Ｗebber（1985）によれば，図表７に見るように，この期間Ｍ3の減少は観察されないが，

　　　ハイパワード・マネーが減少しており，それが成長を抑制したと指摘している。
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　また，財政政策については，クリミア戦争と

南ア戦争に挟まれた平時にあったこの期間は，

軍事費の拡大がなく，均衡財政が維持された。

1875年から定額の減債制度が発足し（＊９），その分

需要面からは景気抑制的に作用したが，国債費

を除いた歳出の年平均の伸び率は３％で，名目

経済成長を上回っていた（図表８）。

図表８　英国の歳出（国債費を除く）

Ⅲ．成熟債権国の貯蓄・投資バランス

　財およびサービス収支が赤字に転じた1870年

代後半以降は，投資収益収支黒字が，経常収支

黒字の最大の要因となった。このことは，1870

年代に英国が国際収支発展段階説でいう成熟債

権国に到達したことを意味している。資本輸出

は，経常収支黒字の動向に合わせて推移し，と

りわけ，1880年代後半と1906年以降は，内外金

利差が縮小したにも拘らず，急拡大を遂げた。

Ｐollard（1985）によれば，資本輸出の対ＧＮＰ比

は，1855-73年4.5％，1874-90年5.0％，1891-

1913年7.0％，1911-13年9.0％と拡大傾向を

辿った。以下では，こうした経常収支と資本輸

出の背景である国内の貯蓄・投資バランスを考

察する。

（1）　低い国内投資率

　19世紀英国の投資率は，ドイツ（1874～84年

10.7％），フランス（同19.8％）に比べて，著し

く低い水準で推移した。この背景については，

英国の産業革命を概観しておく必要がある。英

（＊９）　1875年の減債基金法により，前年度の剰余金を減債にあてる旧減債基金に加えて，定額で予算計上され

　　　　た国債費から利払費，国債取扱費を控除した残額を減債にあてる新減債基金が設けられた。これに伴い政

　　　　府債務の対ＧＤＰ比は，1876年の68.7％から，1900年の36.1％と大きく改善した。
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国は他国に先駆けて，1770年代から軽工業を中

心とした産業革命期に入り，1830年代にほぼそ

れを完了した。英国は他の主要国とは異なり産

業革命の開始時点において，既に道路を中心と

して社会資本の整備がかなり進んでおり，鉄道

敷設までの間は，追加投資の必要性があまり大

きくなかった。1860年代以降から重工業中心の

第二次産業革命期に入るが，英国では，軽工業

と重工業の産業革命との間にかなりの時間のず

れが存在し，投資が投資を呼ぶというメカニズ

ムは強く作動しなかった。これに対して，米国

とドイツでは，産業革命の進展と鉄道敷設の時

期が一致したことや，国家主導型の産業革命で

あったことから，産業革命の初期時点から，軽

工業から重工業への急速なシフトが生じ，投資

需要は著しく旺盛であった。

（2）　貯蓄率も低水準

　1875～84年の間の英国の貯蓄率は，12.3％

（富田・篠原・永戸・山本［1987]）で，当時の

フランス（20.7％），ドイツと比較すると，経済

発展段階の差を反映して低水準であった。ま

た，政府部門の純貯蓄は平時でも小幅の黒字に

とどまっていた。

　このように，当時の英国は貯蓄率が高かった

からではなく，国内投資が非常に低水準であっ

たことを主因として，巨額の貯蓄超過を続けた

といえる。また，ビクトリア王朝期の英国は，

所得の不平等度が大きく，長子相続，限嗣不動

産相続のもとで，富の拡散が防止されていた。

このことが，対外投資の大規模化を可能にした

（Ｓtrange[1971]）。

国の追い上げを受けつつあったとはいえ，海外

での工業製品の需要増加が，英国の国内投資を

誘発したとの類推ぱ十分に可能である。実際，

英国からの輸出の増大が国内投資を拡大させる

という関係が観察される。同時に，海外投資の

増大が輸出増大とそれによる設備投資の拡大を

もたらすという関係も観察される。

　こうした国内産業企業の行動を考慮に入れて

も，次の３点にみるように，長期的には資本輸

出が国内投資を抑制する方向に作用したものと

考えられる。

　第一は，資本輸出は巨額の対外投資収益をも

たらし，国民所得の増大に寄与したが，投資収

益は海外に再投資され，長期的には国内投資の

増加には寄与しなかったことである。

　第二は，資本輸出が旧い産業構造を温存させ

る要因になったと考えられることである。上述

のように，資本輸出は輸出の増大をもたらした

が，輸出需要の構成は国内需要とは大きく異

なっていた。生産センサスの行われた1907年を

例にとると，国内消費に占める石炭，綿・ウー

ルなどの繊維の比率が17％であったのに対し

て，輸出に占める同比率は46％にも達してお

り，このことが産業構造転換のための国内投資

を抑制する一つの要因となったと類推できる。

　第三は，資本輸出に比べて国内産業のファイ

ナンスに制約があり，親族的組織を中心とする

企業形態とも相侯って，国内投資の抑制要因の

一つとなったことである。

（3）　巨額の対外投資の国内経済への影響

　当時の英国の巨額の資本輸出が，国内貯蓄超

過によって生じた（push　from　Ｂritain）のか，

海外の資金需要によって引っ張られた（pull

from　abroad）のか，などいくつかの仮説がある

が，それが国内経済に与えた影響を無視できな

い。

　当時の英国は，ドイツ，米国などの後発工業
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Ⅳ．英国経済の構造変化

　世界的な供給構造が大きく変化するなかで，

英国の産業構造はどのような対応を遂げたので

あろうか。また，大不況期を経た英国が，なぜ

その地位を回復することがなかったのであろう

か。ここでは，いくつかの産業を取り上げて，

英国経済の構造的な変化のあり方を具体的に検

討することにしたいが，その前に，全体的な産

業構造について見よう。

（1）　就業構造の変化

　輸入物価の下落，とりわけ農産物の価格低下

は，英国の産業構造を大きく変えた。就業構造

をセンサスに見ると（図表９），農業人口（造園

業・林業・漁業を含む）が全就業人口に占める

割合は1871年には既に15.8％と低かったが，

1901年には，9.2％と10％を切った。これに対

し，土木建設業や輸送業，富裕層の家事手伝い

や執事などの職に就くサービス業での雇用が同

33.6％から40.3％へと拡大した。鉱工業に就業

する人口の全就業人口比は，41.9％から44.5％

への微増にとどまった。その中でも，旧産業で

ある繊維・衣類工業の就業人口がほとんど増加

せず，対就業人口比が低下したのを除き，他の

工業部門の就業人口は拡大した。特に新しい産

業である機械・自動車・化学工業の就業人口増

加は著しかった。

図表９　英国の就業構造（全就業人口に占める割合）
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（2）　農業部門の衰退

　米国からの穀物輸入の急増を背景に，英国農

業は著しく衰退した。図表10にみるように，国

内生産に占める農林業のウェイトは，1841年

22％，1871年14.2％，1901年6.4％と急速に低

下した。主力穀物であった小麦の自給率は，

1870年前後の55％から80年前後には34％に低下

し，農地は都市向け野菜，飼料作物，畜産への

転作が進んだ。縮小傾向にあった農業生産高に

占める小麦などの農作物のシェアは，1867-9年

の45.3％から1894-1903年には27.2％へと低下

し，畜産物のシェアが上昇したが，オーストラ

リア・ニュージーランド・アルゼンチンから冷

凍牛肉・羊肉の輸入急増によって，畜産物の生

産高も大不況期には減少した。

図表10　産業別国内総生産

（3）　サービス産業

　サービス産業の雇用の増加という観点から，

Ｆeinstein（1972）のデータをもとにＬee（1994）は

以下のような分析を行っている。すなわち，

サービス産業の就業者数は全般として人口の伸

びを上回っていたが，なかでも最も顕著な動き

を示したのはdomestic　service（家事手伝い）で

あった。サービス産業への需要は必需品に比べ

て所得弾力性が高いことを反映し，英国経済が

豊かになるにつれてサービス産業の発展が見ら

れた。サービス業従事者数を地域別に見ても裕

福な南東部に集中しており，サービス業に関す

る全支出の４分の３は中・上流所得階級の人々

によるもので，彼らは収入の３分の１をサービ

スに費やしていたという。

（4）　工業部門の概観

イ．綿織物工業

　綿織物工業は，英国の最も重要な産業であり

ながら，機械化が容易であったため，新興国の

参入も活発であった。米国やドイツにおいて

は，旧来のミュール紡績機から，より大量生産

に適したリング紡績機への技術革新が進展し，

安価な綿糸・綿製品により競争力を強めた。こ
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れに対し，英国では，労働者の技量次第で粗悪

な綿花を利用することができ，また高級品から

粗末な品まで生産できるミュール紡績機に依存

し続けた。労働慣行を大きく変化させず，多額

の設備投資を必要としないことも経営者にとっ

て都合が良かったのである（Ｌazonick［1981，

1986］）。米国やドイツに市場を奪われる中，高

級品の生産に特化し，または粗悪な原料による

安価な製品の輸出先をインドなど植民地に求め

るという行動を取った。世界の工場から，いわ

ば帝国の工場へと地位を低下させたわけである。

　なお，毛織物業では，米独仏の高率関税によ

り輸出は激減し，販売は国内に限定された。ま

た，労働者の高い技術力と企業規模の小ささが

原因となり，新型機械の導入が遅れた。

ロ．製鉄・鉄鋼

　製鉄業は，当時，錬鉄から鋼鉄への移行期に

あった。英国製鉄業は，早くから平炉で高級鋼

を生産するジーメンス法を採用していたが，小

企業の分立する産業構造から多額の設備投資は

できなかった（中川［1986］，Ｅlbaum［1986］）。

一方，米国・ドイツでは，鉄道レールや構造材

の需要に合わせて廉価な製法である転炉を利用

してきたが，大規模な設備投資と，トーマス・

ギルクライスト法などの技術革新の導入によっ

て，劣悪な鉄鉱石を使った大量生産に成功した。

この結果生じた国際分業によって，英国は高級

鋼，特殊鋼の生産に特化することになった。

ハ．機械工業・自動車工業

　機械工業は，産業革命を最初に成しとげた英

国が，最も強い競争力を有する分野であった。

しかし1890年代には，米国から工作機械を輸入

するまでに競争力を失った。その直接の原因

は，米国が積極的に取り入れた「大量生産シス

テム」を，英国機械産業が採用するのが遅れた

ためであろう。むしろ，顧客のニーズに細かく

合わせた工作機械を生産する道を進んだのであ

る。

　英国において商業的自動車生産が始まったの

は1896年であるが，1913年には10万人の雇用を

生み出す産業になっていた（当時の労働人口

は1830万人）。ここでも，小企業が多数分立す

る産業構造が見られた。フォードの英国工場

（1911年操業開始）をはじめ，いくつかの企業

は数千台のオーダーで生産を行っていたが，生

産量が100台にも満たない製造業者がきわめ

て多数存在し，多数のモデルを生産していた

（Ｓaul[1962]）。

ニ．化学工業

　古典的な薬品製法に固執し，また新技術の採

用に際して個人の才能に頼り，化学者グループ

の組織的実験を用いたドイツに，世界最先端の

地位を譲ることになった。世界の化学貿易に占

める英国のシェアは，1880年29.4％から，1913

年21.9％に低下した。

ホ．造船

　英国の商業船団の規模が大きく，製鉄技術も

優れていた。海外からの受注が増えるに伴い，

技術も進歩し，労働力も集中し，専門化が可能

となり，効率的な下請けも発達した。1890年に

は世界の8割を生産し，1900-14年にも6割を

占めていた。

ヘ．その他の産業

　他の産業についての一般的な特徴を指摘する

ことは容易ではないが，サービス産業（金融，

保険），高品質の消費財（チョコレート）など，

富裕層が生みだす需要に対しては，英国は新興

国に対して比較優位を保ちつづけた。

Ⅴ．労働市場と労働慣行

　世界的な供給構造の変化のなかで，英国は大
不況との当時の認識にもかかわらず，消費が安

定し経済が縮小均衡に陥らなかった。この理由

について，本稿は，労働市場が非弾力的であっ
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たという観点から説明を試みる。

（1）　クラフト・コントロール

　この時代に青春期を過ごしたＡ・マーシャル

の「経済学原理」の第10章にも記述があるよう

に，産業の立地は一定の地域に集中するという

傾向があった。産業の地域集中によって，熟練

労働もその地域に形成され，企業は労働力と原

料，そして製品の販路も容易に入手できたの

で，高度に専門化した小規模企業が一定地域に

群立した。

　熟練労働者は，労働者の訓練と監督を行う権

限をもち，その力を増大さぜた。また，教育の

普及によって徐々に崩れたとはいえ，労働者階

級は世襲性が強く，各階級の労賃は一般人口の

増加によってではなく，その階級の人口増加に

よって決まるという傾向があったという。

　そして，企業家は，工場の管理・計画を熟練

労働者に委ね，生産が停止するというリスクを

減少させることができた。

　これが「クラフト・コントロール」と呼ばれ

る工場経営で，国際競争が激化するまでは，労

働意欲を高めることにより，英国産業の競争力

を高め，英国を「世界の工場」として君臨させ

る要因となった。そして，ビクトリア王朝の繁

栄を背景に，企業家と組合は協調関係に入り，

1869-70年代に組合の合法化が進んだ。

　しかし，米独の追い上げのなかで，企業家と

労働者との協調関係は崩れ，労働者は，職業別

労働組合という形をとると否とにかかわらず，

強い交渉力を持つに至った。このことが，賃金

の下方硬直性を生み，労働生産性を引き下げる

要因になったものと考えられる。さらに，

Ｌazonick（1994）が指摘するように，クラフト・

コントロールの中核である熟練労働者は，新し

い設備と技術の導入に消極的であった。

（2）　賃金の下方硬直性

　こうした英国に独特の経営・労働慣行が，世

界的な市場の爆発による物価下落と景気の不透

明感の中でも，デフレ・スパイラルに落ち込む

ことを防いだ要因と考えられる。全労働者の

３～４割を占める職能別組合加盟労働者の名目

賃金は安定的であったし（＊10），失業率も，図表11

図表11　英国の失業率
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にみるように，平均が５％程度で，最高10％

強，最低２％弱の間を変動していた（＊11）。また，

図表12にみるように，他の主要国に比べて，名

目賃金の推移は安定的であった。

　景気循環は確かに賃金の変動に影響を与えた。

組合加盟者についての失業率と賃金変動は，ト

図表12

レード・オフの関係にあり，フィリップス・

カーブとして観察することができる。但し，景

気変動の賃金への影響の程度については，ドイ

ツほど明瞭ではなかった。例えば銑鉄の生産の

トレンドとの乖離との対比でみた賃金変動は，

ドイツほど大幅ではなかった（図表13）。

主要国の名目賃金の推移

（ * 1 0 ）景気転換点での組合加盟員の（名目 ）賃金指数を見ると ，上方転換点； 1 8 8 2 （ 7 5 ） ， 1 8 9 0 （ 8 3 ） ， 1 9 0 0

　　（ 9 4 ）， 1 9 0 7 （ 9 6 ），下方転換点；1 8 8 5 （ 7 3 ）， 1 8 9 2 （ 83 ）， 1 9 0 4 （ 8 9 ）， 1 9 0 8 （ 9 4 ），と非弾力的であった。但し，非

　　組合員の賃金が硬直的であったか否かは定かには分からない。Ｍitchell　and　Ｄean（1962）.

（＊11 ）Ｐ o l l a r d （ 1 9 8 9 ） p . 8 5によれば，組合員の雇用の方が安定的であったとすると，第一次世界大戦以前のフル

　　タイム労働者の全体の失業率は，平均で6-7％であったと推測している。
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図表13　英国とドイツの銑鉄生産量の変動と賃金の変化

　こうした英国に独特な経営構造・労働慣行が

もたらした賃金と雇用の安定が，世界的な産業

構造調整によってもたらされる大幅な物価下落

と景気の不透明感の中でも消費の安定的な推移

を維持し，結果的にデフレ・スパイラルに陥る

のを防ぐことを可能にした要因であると考えら

れる。

　しかし，その経営構造・労働慣行は他面で，

労働生産性の上昇を阻害したばかりか，技術・

経営革新の導入を遅らせ，米国やドイツが実現

した大量生産システムが普及することを阻害す

る要因ともなったのではないだろうか。英国

は，高い技術を持つ熟練労働者の存在を前提

に，高品質・多種類の生産を行う経済に特化し

ていったのである。しかしながら，そうした市

場は技術革新によって次第に狭められ，イギリ

ス経済の長期的衰退につながっていったと考え

られるのである。



英国大不況（1873～1896年）の研究

- 16 -

Ⅵ．英国経済の長期衰退の要因

（1）　衰退のターニングポイント

　英国経済の衰退のターニングポイントについ

て盛んに議論されているが，大きくは次の３つ

に分けられる（Ｐollard[1989]）。

　第一は，1870年代早期説で，大不況の開始期

で，英国は他の国とは異なり，大不況から回

復することはなかったという，Ｃoppockの見解

である。第二は，1890年代説で，古い産業が衰

退し，新産業が未発達の時期である。第三は，

20世紀初頭説で，この頃から英国の生産性が他

国に比して低下しているとするＭcＣloskeyの見

解である。いずれにしても英国経済は，この大

不況を契機として，長期衰退の途を辿った公算

が大きい。

　また，計測に難点があるとはいえ，英国の全

要素生産性は，Ｍatthews，Ｆeinstein，Ｏdling

-Ｓmee（1982）の計測によれば，1856-73年1.4

あったのに対して，1873-1914年0.5，1924-37

年0.7であった。つまり，大不況期以降は，労働

と資本の投入量の伸び率が，それ以前の２倍以

上にならないと，同じ成長率を達成できないと

いう構造になったのである。

（2）　企業家精神の失敗

　マクロ経済の観点からすると，大不況を経て

英国が国際競争力を低下させた要因は，所得弾

性値の高い分野に特化できなかったことにある。

石炭・鉄・鋼鉄・綿・造船という狭い範囲に特

化し続け，新しい製品分野への取り組みがな

かった（Ｆloud[1994]）。

潜在的に成長力のある産業への特化が進まな

かった理由として，新技術導入への遅れが指摘

されることが多い。米国に比べて労働力が安価

であり，一人当たり生産性が高かったこと，綿

製品・鉄鋼業における英国方式へのこだわり，

利益を生み出している旧設備を廃棄することへ

の抵抗，また，海外からの投資収益を享受する

ことで，経営と技術の革新を行おうとする事業

家精神が欠如したという解釈も可能であろう。

中小企業が多く，リスクの大きい投資に乗り出

せなかったこと，企業家の地位の低さも理由に

上げられている。

しかし，Ｐollard（1994）は，企業家精神の失敗

論を否定する。当時は，民主主義と経済自由主

義に支えられた開放的で競争的なコマーシャル

な社会で，企業家が失敗すれば，他の企業家が

それに取って変わる。産業毎に検討すると，英

国は，富裕で都市生活の伝統を背景とするサー

ビス・消費財産業での高品質分野において良好

なパフォーマンスを発揮した。そして，企業家

精神はこれらの分野で発揮されたと指摘してい

る（＊12）。また，Ｓandberg（1969）は，綿工業にお

いてリング紡績機への移行が進まなかった原因

を当時の輸送費の高さに求め，企業家精神の失

敗を否定し，経済合理性を肯定している。この

Ｓandbergの議論に対しては，経済合理性を余

りにも狭義に捉え，また長期的視点に欠けたも

のであるとの強い批判がある（Ｌazonick［1981]，

Ｈannah［1984］，中川［1986］，ＥIbaum　and

Ｌazonick［1986b］）。

（＊12）技術革新の態様という観点から産業セクターを分類すると，次の第一の分野では企業家精神の発揮がみ

　　　られたと指摘されている（Ｐollard［1994］）。

　　①　世界に先駆けて英国が先鞭をつけた分野─新聞，家庭用雑貨，化粧品，自転車，ライフルなどの武

　　　器，造船，織機。

　　②　英国の伝統的技術が進んでいたが故に，技術革新が遅れた分野─鉄，電気自動車，蒸気機関車。

　　③　伝統的技術で対応可能であった分野─綿製品。
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（3）　制度的硬直性

　英国経済の停滞と衰退について企業家精神に

原因を求めない仮説も数多く提唱されている

（図表14）。米独で発展を遂げた量産体制を支え

る社会的条件・市場構造が欠如していたと考え

ることは極めて自然といえる。企業家精神は，

当時の英国の社会経済の枠組みのなかでしか発

揮し得ないからである。

図表14　英国経済の停滞についての諸仮説
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